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１．弥富市の空き家の状況

住宅・土地統計調査の数値では、弥富市（弥富町）の空き家の総数は

この20年で3倍（870戸→2,670戸）となり、全国平均を上回っている。
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【住宅・土地統計調査における空き家率の推移】

1※空き家総数＝二次的住宅＋賃貸用の住宅＋売却用の住宅＋その他の住宅



２．弥富市の人口ビジョン等

国勢調査の数値では弥富市の高齢者世帯の割合は10年間で6.6％増加した。

弥富市人口ビジョンの数値では高齢化率は今後更なる増加が見込まれている。

【高齢者世帯数・高齢者世帯の割合の推移】

→早期に空き家対策を行う必要がある。

【弥富市人口ビジョンにおける高齢化率の推移（P27）】
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３．弥富市における空き家等に関する対策の実施体制

都市計画課
（総合窓口）

所有者

（イメージ図）

相談者等

①空家等の相談

関係部署
（作業部会）

②情報提供

⑤結果の報告

弥富市空家
対策協議会

③協議

③対応方法の検討

④助言・指導等 →取壊、譲渡（売却）又は利活用
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４．空き家問題を解決へ導くポイント

利活用者

市・自治会等、所有者、利用者がお互いに交流を
図り、空き家の利活用を促進する仕組みが必要。

所有者

都市計画課
（総合窓口）

相談者等

関係部署
（作業部会）

弥富市空家
対策協議会

（市の組織）

（住民・自治会）

連絡体制有

空家の利活用にあたって相互間
の連絡体制の確立が不可欠！

連絡体制無

連絡体制無
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５．空き家及び利活用者（ターゲット）の選定

→「JR・名鉄弥富駅周辺」の空き家を利活用する「起業家」

・複数の沿線や主要道があり、交通の利便性が非常に高い。

・北部の開発は今後も進むことから、更なる住民の定着が見込める。本市の特徴
・同様の特徴を持つ他自治体に比べ、比較的家賃相場が安い。

・調整区域である東部・南部の空き家は利活用のハードルが高い。

・市街化区域である北部の空き家は狭小で古い物件が多い。空き家の特徴
→市街化区域であっても住居としての利活用は見込めない。

「事業所」であれば、狭小な物件であっても利活用が可能であり、古い物件
であっても開業費用を安価に抑えることができるというメリットへ繋げるこ
とができる。また、本市の特徴を余すことなく活かすことができる。
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参考：事業所としての利活用が見込める物件例
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６．ターゲットに弥富市の空き家を利活用してもらうには

①弥富市ってどんなところ？ ②どんな空き家があるの？

③弥富市にニーズはあるの？ ④どこに相談すればいいの？

弥富市の魅力や、今後の開発計画予定
などの情報収集が必要（HPでの情報
発信・説明会の開催）

利活用できる空き家の情報、所有者と
のマッチングが必要（空き家バンクの
活用、マッチングを行う担当の確保）

弥富市民の意見収集、弥富市内事業者
からの意見収集が必要（意見交換会の
開催）

市の関係部署、場合によっては地元自
治会への相談が必要（連絡先の情報発
信・親身になった相談の場の提供）

→ 関係者の交流の場の提供、情報発信の強化が必要
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７．政策提案①空き家起業家カフェ

弥富市の空き家を利活用した起業に興味がある人を公募し、新庁舎６階の市民協同
スペースにて起業家相談会を開催。実施にあたっては市と起業家だけではなく、商工
会（市内事業者）及び地域住民を巻き込んだワークショップ型での実施を想定。

空き家の問題は所有者や自治体だけの問題ではなく、地域住民全体で捉えるべき問
題である。地域住民の方に参画いただくことで空き家問題の共有・周知を図ると共に、
事業者と消費者の両方の立場の意見交換をすることができるため、安心して空き家を
活用した起業を行うことが可能となる。

利活用できる空き家を確認できることが必須条件
となるため、事業の開始時期は空き家バンク活用後
とし、事業の実施主体は外部委託を想定。

（事業概要）

（事業効果）

（事業年度及び実施主体）
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８．政策提案②やとみ起業家広報倶楽部

弥富市ポータルサイトや広報やとみに「空き家起業家カフェ」の活動や開催情報を
掲載する。起業家カフェを経て起業を行った場合は「起業家カフェ成功事例」として
広報誌に特集を組むことで事業ＰＲを図る。また、今後の起業家カフェ活動の相談員
としての参加を促す。

起業家カフェを行うだけでは単なるワークショップを開催のみに留まる可能性があ
る。活動内容を地域住民に広く発信することで、空き家問題の周知・理解を深め、新
たな空き家の発生の予防等に繋げることが可能となる。また、利活用者が相談員とな
ることで新たな利活用者が安心して起業家カフェに参加することができる。

空き家起業家カフェの開始と同時に開始し、
実施形態は市を想定。

（事業概要）

（事業効果）

（事業年度及び実施主体） 【徳島県神山町ホームページ】
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【地域密着情報誌カヤット 2018.3月号】 【広報やとみ 2017.8月号】
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